
第二部会 ９－６ 

 

不良債権問題の現状について 

 

１．不良債権処理の強化 
 

（１）特別検査の実施  

○ １０月末から主要行に対する特別検査を実施。市場評価等を適時に反映した
債務者区分、償却・引当を確保。 

 

（２）積極的な不良債権処理  

○ 主要行は、最近の景況悪化を踏まえ、かつ、特別検査の実施を念頭に、 
・ 経営不振企業の債務者区分見直し（破綻懸念以下１１．７→１２．２兆円、
要管理を加えた不良債権計１８．０→２０．７兆円） 

・ 要注意先債権の引当強化（取組み例：一般要注意：３％→７％、要管理：
１１％→３８％ 等） 

     等を実施。 
 

○ 上記の不良債権処理に伴い、不良債権処分損は当初見込みに比して３．４倍
に増加の見通し（通期予想１．９兆円→６．４兆円）。 

 

（３）オフバランス化の推進  

○ 主要行の破綻懸念先以下の不良債権を既存分２年以内、新規発生分３年以内
にオフバランス化。 

 
〇  １２年９月末時点の残高１２．７兆円については、オフバランス化により１
年間で半減。過去の負の遺産は相当程度処理。 

○ 各行とも、１３年度下半期に大幅な不良債権処分損を見込んでおり、オフバ
ランス化も一層加速する見通し。 

平成１４年１月２５日
金 融 庁           

１２年９月末 １３年３月末 １３年９月末

（既存分）１２．７兆円 ６．６兆円 （▲４８％）

（新規発生） ３．４兆円 ２．６兆円 （▲２４％）

（新規発生） ３．０兆円
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２．ＲＣＣ等を活用した不良債権処理・企業再生 

（１）ＲＣＣの活用  

①金融再生法改正（時価買取り・入札への参加）を受けた取組み  

○ １月１１日に改正金融再生法施行。同日付で買取価格審査会拡充。 
 
〇  １～３月に複数の金融機関が行う入札に参加予定。 
 
○ 主要行とＲＣＣとの間で再生案件等に関し協議中。 

 

②企業再生について 

○ １月１１日、ＲＣＣに企業再生検討委員会発足。 
 
○  預保・ＲＣＣの手持案件約６０件について企業再生を検討中（一部再生型処
理実施）。 

 

（２）企業再建ファンドの創設  

○ 日本政策投資銀行、ＲＣＣ、民間投資家による企業再建ファンドを創設。 
・ 企業は、私的整理や法的整理により厳格な再建計画を策定 
・ 銀行（又はＲＣＣ）は、債務の株式化により企業の株式等を取得 
・ 企業再建ファンドは、銀行（又はＲＣＣ）が取得した企業の株式等の拠出
を受け、当該企業の株主として企業価値の最大化に努める（ディレバレッジ
ング・ファンド） 

 
○ 日本政策投資銀行の出資枠について、補正予算で手当て（１，０００億円）。
同行は、企業再建ファンドに出資する際の基準を策定・公表し（１２月１１日）、
同日説明会を実施。 

 
○ 主要行、日本政策投資銀行、ＲＣＣ等を中心に、具体的案件について検討中。 
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３．主要行の中間決算等の状況 

 

（１）中間期の状況  

○  積極的な不良債権処理、株価下落による影響等から、１３年９月期中間決算
では主要１５行中１１行が赤字（主要行全体で▲６，５００億円）。 

 
○ １３年９月末の自己資本比率は１１．１％と国際基準（８％）を相当上回る
水準を維持。（１３年３月末１１．７％に比し▲０．６％。これは株価下落の
影響分に相当。） 

 
 

（２）１３年度通期の見通し  

○  通期見通しでも、主要１３行中１１行が赤字を予想（主要行全体で▲２．５
兆円）。 

 
○  各行ともリストラ、自力増資等に積極的に取り組む動き。（三和は２，００
０億円の自力増資を完了。みずほ、中央三井、あさひ等が検討中。） 

 
○ １３年９月末の株価（９，７７４円）を前提とすれば、積極的な不良債権処
理（６．４兆円）を行っても、１４年３月末の自己資本比率は総じて１０～１
１％程度の見込み。 

 
（注）現時点で資本再注入の必要はないが、万一、信用秩序の維持に極めて重

大な支障が生ずるおそれがある場合には、金融危機対応会議（議長：内閣
総理大臣）の議を経て、１５兆円の政府保証枠を活用した資本再注入を躊
躇なく実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 


